
リスク管理の体制 地域のみなさまとともに ～地域社会の持続的な発展に寄与するために～

当行の危機管理態勢

＊平常時においては、ＢＣＰに基づく危機管理態勢を見直し、改善するための年間計画として業務継続管理プログラムを策定し、
体制整備を図っております。また、危機発生時においては、非常事態対策本部等を設置し、被災シナリオごとに作成した業務
継続マニュアル、業務継続手順書に基づき、早期の業務復旧を目指します。

業務継続の基本方針
　京都銀行は、自然災害・感染症の蔓延・事故災害・人為的災害等による大規模な被害発生により、当行の業務継続が
脅かされる危機発生時において、速やかに業務の復旧を図るため、以下の方針を定めます。

○被災地等の地域住民の皆さまの生活や経済活動の維持のため、金融サービスの継続に努めます。
○金融決済機能を維持し、経済活動の混乱を抑制することに努めます。
○役職員の安全を確保するとともに、業務の停止に伴うお客様からの信認低下など、当行の経営面の影響を軽減します。

　緊急事態への対応

　犯罪、地震・火災等の災害、システム障害等の発生や
金融不安、情報セキュリティリスク、市場リスク等諸リスクの
顕在化等の突発的な事象に対処していくため、「非常事態
対策本部設置規程」等を制定しており、緊急事態発生時には
「非常事態対策本部」を設置し、一元的に指揮・命令を行う
体制としています。具体的な対応手順として「コンティンジェン
シープラン」を整備し、それに基づく訓練や見直しを定期的に
行うことで対応強化をはかっております。

　また、万一の大規模な自然災害、感染症の蔓延等の危機
発生時において、早期に被害の復旧をはかり、必要最低限
の業務を継続するための業務継続計画(BCP)として「災害
等危機管理規程」を制定し、地域住民のみなさまの生活や
経済活動維持に努めること等を｢業務継続の基本方針｣と
して、大規模地震や新型インフルエンザ発生を想定した
詳細なマニュアル・手順書を策定するなど、より強固な危機
管理態勢の構築に向けた取組みを進めております。

災 害 等 危 機 管 理 規 程（BCP）

業務継続管理プログラム（BCM） 業務継続マニュアル（CM）
（被災シナリオ毎に作成）

業務継続手順書
（被災シナリオ毎に作成）

平時より危機管理体制を構築しておくことが必要であるため、平常時における業務継続体制（Business Continuity Management:BCM）を構築すると共に、
危機発生時を想定した危機管理（Crisis Ｍanagement:CM）マニュアル、及び業務継続計画（Business Continuity Plan:BCP）を策定する。

⒈ 総則（業務継続の基本方針） 
⒉ 業務継続計画(BCP)
　　(1)業務継続計画(BCP)
　　(2)業務継続体制(BCM)
　　(3)業務継続計画(BCP)の想定すべき
　　　  危機事例（被災シナリオ）

　　(4)重要業務選定基準
　　(5)当行の重要業務
　　(6)目標復旧時間
　　(7)危機管理マニュアル
　　　  （業務継続マニュアル・業務継続手順書）

業務継続の実効性を高めるため、次の事項を業務継続管理プログラム
として策定し、業務継続体制の整備を行う。

    1.業務継続計画（BCP）の見直し
     （１）業務継続体制（BCM）の見直し
     （２）危機管理体制（CM）の見直し
    2.業務継続計画（BCP）の教育・訓練

１．被災シナリオ及び被害想定
２．業務継続の基本計画
    （１）災害発生後の対応
    （2）重要業務の選定
    （3）危機管理体制(CM)
    （4）優先稼動店舗の設定
    （5）代替拠点の場所
    （6）情報の収集・発信体制
    （7）グループ会社との連携
    （8）緊急対応業務・復旧対応業務

１．重要業務の作業手順
２．緊急・復旧対応業務の
　　作業手順

コンティンジェンシープラン

⒊ 平常時における業務継続体制(BCM）
⒋ 危機発生時における危機管理体制(CM)

審議・策定・管理 対　応

オペレーショナル・リスク会議 非常事態対策本部
準非常事態対策会議

（実行組織） （実行組織）

（平　 常　 時） （危　機　発　生　時）

　京都銀行では、創業以来「地域社会の繁栄に奉仕する」を
経営理念として掲げ、地域の産業育成や環境問題への取組み
等さまざまな形で地域貢献の役割を担ってまいりました。
　金融情勢や社会環境の変化によりお客さまのニーズは
ますます多様化しておりますが、地域金融機関における本来

の役割は、本業である銀行業務を通じて地域経済・社会の発展
に貢献していくことであるとの認識のもと、地域とともに
持続的な発展を目指してまいりたいと考えております。
　また、地域の皆さまからのご理解と信頼を得られますよう、
当行の取組みについて情報を開示してまいります。

京都銀行は、本店を置く京都府とそれに隣接する滋賀県、大阪府、奈良県、兵庫県の二府三県において、
地域に密着した営業を展開しております。
本誌における当行の地域の預金・貸出金等各種計数につきましては、京都府、滋賀県、大阪府、奈良県、兵庫県内各店舗の合計で開示しています。

地域の定義

　当行は、地域密着型金融の基本方針を「積極的なコンサル
ティング機能の発揮により、中小企業者の経営安定・成長発展
を支援し、地域経済の活性化に貢献する」と定め、積極的に
地域密着型金融の推進をはかっております。
　平成２９年度にスタートさせた第６次中期経営計画「Ｔｉｍｅｌｙ

　当行では、お取引先の様々な経営課題やニーズに対して、
営業店と本部各部が地方公共団体や外部支援機関・専門家と
連携して積極的なコンサルティング機能を発揮できる態勢を
整えております。
　また、平成２９年６月には、第６次中期経営計画「Ｔｉｍｅｌｙ ＆
Ｓｐｅｅｄｙ」に掲げる生産性向上戦略に基づき、営業統轄部、
営業支援部、個人営業部、証券国際部 証券営業課を統合し、

地域貢献に関する考え方

「地域密着型金融」の取組方針
地域密着型金融の基本方針ならびに中期経営計画における位置付け

取組態勢

＆ Ｓｐｅｅｄｙ」（平成２９年度～平成３１年度）においても、
「コンサルティング機能の発揮～つなげる～」をメインテーマとし、
「お客さま同士を繋げる、事業拡大に繋げる、海外へ繋げる、
次世代に繋げる」というコンセプトのもと、地域密着型金融の
推進に取組んでおります。

「営業本部」を新設する等、これまで以上にお客様が必要と
されるサービスを速やかに提供できるよう、本部組織の再編
を行っております。
　加えて、経営基盤・営業エリアが異なる地方銀行（当行を
含む９行）が連携・協力する「地域再生・活性化ネットワーク」を
活用することで、従来単一の銀行ではできなかった、より付加
価値の高いサービスをご提供します。

お取引先
京都銀行

営業店

・
・
・

地方公共団体

外部支援機関・専門家

公務・地域連携部…創業・新事業展開支援、販路開拓
　支援、観光産業支援

営業本部 …事業承継支援、M&Aアドバイザリー業務、
　ファンド業務、各種商品開発

融資審査部 経営支援室…経営改善・事業再生支援

国際営業部 アジアデスク…海外事業展開支援

金融大学校 …専門的な金融手法等を持った人材の育成

課題・ニーズ
の把握

解決策の
提案・実行

連携

連携

連携解決策の
検討・実行を
サポート

地域再生・活性化
ネットワーク
北海道銀行
七十七銀行
千葉銀行
八十二銀行
静岡銀行
広島銀行
伊予銀行
福岡銀行

・新製品・新技術の開発
・販売先や仕入先の開拓
・海外事業展開
・事業再編、他社の買収
・外部資本の導入
・後継者への円滑な事業承継
・経営や社内事務の効率化
・社員教育・人材育成

地元
36,166全取引先数

地域別の取引先数
地域別の企業数

（単位：社） 地元外

35,585
878,803

581
989,379

全取引先数と地域の取引先数、及び、
地域の企業数との比較（先数単体ベース）

金融仲介機能のベンチマーク　実績（平成２９年３月）

メイン取引（融資残高１位）先数
全取引先数に占める割合

（単位：社、％）
17,434
48.2%

メイン取引（融資残高１位）先数、及び、
全取引先数に占める割合（先数単体ベース）
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地域のみなさまとともに 法人・個人事業主のお客さまへの取組み

「金融仲介機能のベンチマーク」の活用

　平成２８年９月に金融庁が公表した、金融機関の金融仲介機能の発揮状況を客観的に評価するための指標「金融仲介機能のベンチ
マーク」を活用し、地域密着型金融の推進に努めております。
　Ｐ27～Ｐ34では、ご紹介する当行の取組みに関連する項目を、それぞれのページに掲載しております。

事業性評価サイクル

⑤お客さまの企業価値向上

④具体的解決策の取組み

③課題の共有、解決に向けた提案

②課題の抽出

①企業実態・ニーズの把握

⑥
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

地域社会との
共存共栄
サイクル

お客さまの
企業価値向上

経営理念
“地域社会の繁栄に奉仕する”

事業性評価に基づく取組
～金融仲介機能の発揮～地方創生の推進

「金融仲介機能のベンチマーク」を活用した、地域密着型金融の推進

セミナー等開催実績
開催時期 参加者数

平成28年4月
平成28年5月

平成28年7月

平成28年10月

創業を考える in 京都市
第4期 スタートアップ・サポートゼミナール
～京都大学と連携しませんか～
ものづくり企業のための新規事業展開セミナー
第5期 スタートアップ・サポートゼミナール

38名
4名

73名

16名

開催時期 参加者数
平成28年10月
平成28年12月

平成29年2月

平成29年3月

ものづくり補助金対策支援セミナー
京銀・ＫＩＩＳビジネスフォーラム
～京都大学と産学連携事例から学ぶ～
中小企業のための新規事業展開セミナー
第6期 スタートアップ・サポートゼミナール

29名
129名

50名

11名

創業・
新事業支援 成長支援 経営改善・

事業再生支援 事業承継支援

　当行では、「地域密着型金融の取組方針」および「金融円滑化管理に関する方針」に基づき、お取引先のライフステージに
応じたきめ細やかなサポートの実施や金融の円滑化を通じて、お取引先の経営安定・成長発展を支援しております。

お取引先のライフステージに応じた経営支援の取組み

資金調達

事業拡大 海外進出

販路開拓 ビジネスマッチング

ビジネスモデル構築

産学連携 事業パートナー紹介

個別経営相談会 経営改善計画策定支援

外部専門機関との連携

自社株対策 後継者対策

組織再編 M&A

各種再生スキーム活用

創業・新事業支援への取組み
 創業企業やベンチャー企業、新しい事業分野への進出を検討されているお取引先
の課題、ニーズに対し、「京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク」に参画いただい
ている支援機関や大学等と連携して、ビジネスマッチングや各種情報の提供、専門
家（機関）や大学の紹介等の支援を行っているほか、イベント開催や公的補助金の
申請サポートにも取組んでおります。また、平成28年2月に設立した当行独自の
「京銀輝く未来応援ファンド」では、平成28年度に5社へ投資を行っております。

地域の中核企業に成長!!
自社株
買い

株式
公開 MBOM&A

各
種
助
言・支
援

出資・運営

投資

成長発展

キャピタル
ゲイン

出資

〈出資者〉

成長期待企業

〈有限責任組合員〉
京都銀行

〈無限責任組合員〉
京銀リース・キャピタル

京銀輝く未来応援ファンド

創業企業 ベンチャー
企業

成長期待
中小企業

ファンド総額5億円

【京銀輝く未来応援ファンドの概要】

京 都 銀 行

公的支援機関
〈11機関〉

大学
〈20大学〉

専門機関
〈11機関〉

その他
各種団体
〈4団体〉 多種多様な

支援機能の紹介

最適な解決手法の
提供

経営に関する課題・
ニーズのご相談

中
小・ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業

京銀活き活きベンチャー支援ネットワーク

連携

事業性評価の推進

　当行は、様々なライフステージにある企業の事業内容や成長可能性を適切に評価（事業性評価）し、経営課題やニーズを共有した
上で、外部機関との連携を含めた解決策の提案・実行支援に取組んでおります。また、様々な研修等を通じて、行員の目利き力・コンサ
ルティング力の向上に努めるとともに、優れた取組みを表彰する制度「地方創生・事業性評価 頭取賞」を創設し、より質の高いソリュー
ションを行える体制を整えております。

お客さまを
知る

課題を
抽出する

成長・発展お取引先

収益性の向上
資産の健全性の向上

銀　　行
ソリューション
を考え
提供する

好循環
の実現

メイン先数
メイン先の融資残高
経営指標等が改善した先数

経営指標等が改善した先に係る３年間の事業年度末の融資残高の推移

(単位：社、億円）

(単位：件）

（単位：億円）

14,929
9,696
10,188
29/3
7,971

28/3
7,949

27/3
7,422

金融機関がメインバンク（融資残高１位）として
取引を行っている企業のうち、経営指標（売上・営
業利益率・労働生産性等）の改善や就業者数の増
加が見られた先数（先数グループベース）、及び、
同先に対する融資額の推移

事業性評価に基づく融資を行っている与信先数及び融資残高
上記計数の全与信先数及び当該与信先の融資残高に占める割合

（単位：社、億円、％） 先数
1,738
4.8%

融資残高
3,193
10.7%

金融機関が事業性評価に基づく融資を行ってい
る与信先数及び融資額、及び、全与信先数及び
融資額に占める割合（先数単体ベース）

報告件数
693

受賞件数
25地方創生・事業性評価　頭取賞　報告件数・受賞件数

金融仲介機能のベンチマーク　実績（平成２９年３月）
金融仲介機能のベンチマーク　実績（平成２９年３月）

（単位：社、億円） 再生期
4,170
2,543

低迷期
636
868

安定期
18,183
26,082

成長期
1,665
1,937

創業期
1,459
970

全与信先
36,166
29,721

ライフステージ別の与信先数
（先数単体ベース）、及び、融資額

（単位:社）
28
879
15
7

①創業計画の策定支援
②創業期の取引先への融資
③政府系金融機関や創業支援機関の紹介
④ベンチャー企業への助成金

創業支援先数（支援内容別）

（単位：回、人）研修実施回数
104

参加者数
2,576

資格取得者数
29

取引先の本業支援に関連する研修等の実施数、
研修等への参加者数、資格取得者数

905金融機関が関与した創業件数

ライフステージ別の与信先数
ライフステージ別の与信先に係る事業年度末の融資残高

（単位:件）
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